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はじめに 

 本ガイドブックは、長野県内で小水力発電事業を行う際に必要となる、発

電のための水利使用許可（発電水利権）の申請手続について、書類作成の参

考となる情報を分かりやすくまとめたものです。 

 

発電水利権の申請に必要な書類は、河川法施行規則第 11 条で定められ

ていますが、実際には「どのような資料を、どこまで準備すればよいのか分

かりにくい」と感じる事業者の方も少なくありません。 

法令の考え方や技術的な検討事項については、各種の参考書やマニュア

ルなどに情報が掲載されています。しかし、それらを踏まえて実際の申請書

類を作成するには、ある程度の経験や知識が求められるのが現状です。 

そこで本ガイドブックでは、これから小水力発電事業に取り組む事業者の

方にも活用していただけるよう、実際の申請書作成に直接役立つ、実務に即

した内容とすることを目指しました。 

 

一方で、申請書提出後の審査段階において、内容の修正や追加資料の提

出が求められ、許可までに多くの時間を要するケースも見受けられます。こ

うした状況は、申請者にとっても、審査を行う側にとっても、大きな負担と

なっています。 

このため本ガイドブックは、長野県河川課の協力を得て、審査の過程で特

に修正が生じやすい点や留意すべき事項についても整理しました。これによ

り、小水力発電設備の設置にあたり、内容に過不足のない申請書類を作成

できるよう支援することを目的としています。 

 

最後に、本ガイドブックを活用することで、適切な検討と円滑な手続のも

とで小水力発電の導入が進み、長野県における再生可能エネルギーのさら

なる普及につながることを期待しています。 

なお、本ガイドブックは初版であり、今後、必要に応じて内容の見直しを行

っていく予定です。ご利用いただいた皆さまからのご意見・ご要望をお寄せ

いただければ幸いです。 

                                   担当者一同 
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 本ガイドブックの使用上の注意事項 

 

本ガイドブックでは技術的検討事項について、具体例を示した部分があり

ますが、客観的、合理的に説明が可能であれば、別の方法を用いることを妨

げるものではありません。 

 

 本ガイドブックは、長野県知事へ発電用水利権の許可・登録申請すること

を想定し作成しました。特定水利使用（１０００kW 以上）に伴う国土交通大臣

への申請、又は他都道府県知事及び指定都市の長への申請の際は、各機関

の審査基準に従い、書類作成を行ってください。 

 

 

 水利権申請書の構成 （綴り順） 

  

水利権の申請に必要な書類は、河川法施行規則第 11 条に定められてい

ます。できるだけ条文の記載に沿った綴り順とすることで、検討漏れを防ぐ

ことができ、かつ、審査もしやすくなります。 

申請書綴り方の例は、『ー目次ー』を参考としてください。 

 

 

 河川法第 23,24,26,55 条許可申請書チェック表の活用［別記２］ 

 

巻末に、河川管理者が審査時に用いるチェックリストを添付しました。 

申請書類提出前の自己チェックにご活用ください。 
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別記様式第八（甲） 

 
 

許  可  申  請  書 
 
 

                           年  月  日 
 
 
 
 

長野県知事 阿部 守一 殿 
 
 
 

申請者 住 所 長野県〇〇市〇〇〇〇 △△△番△ 
 

                氏 名 （会社名等）〇〇〇〇〇〇〇〇 

（代表者氏名） 〇〇〇〇  
                     
 
 
 
  別紙のとおり、河川法第 23 条、第 24 条、第 26 条第１項、第 55 条第１項の 

許可を申請します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
備考 

 １ 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を

記載すること。 

２ （河川法施行規則）第３９条の規定により許可の申請を同時に行なうときは、「第 

条」の箇所に根拠条文をすべて記載すること。 

【ポイント】 

 申請条文は適切か？ 

       第 23 条 河川の流水の占用許可 

       第 24 条 （河川区域内の）土地の占用許可 

       第 26 条第１項 河川区域内での工作物の新築等の許可 

       第 55 条第１項 河川保全区域内での工作物の新築または改築 

 

※枠下の備考２に記載のとおり、許可を得ようとする内容は、まとめて１枚で申請します。 

（別々に申請することはしない） 

※「第 27 条 土地の掘削等の許可」について 

一般的に「工作物の新築等」には、「土地の形状を変更や竹木の栽植及び伐採」を伴うため、

これらの行為は、第 26 条第 1 項の許可の内容として整理され、あらためて第 27 条の許可

を受けることを要しないとされています。ただし、掘削等にかかる説明資料の提出は必要で

すのでご留意ください。 

また、第２７条の許可が必要な場合は、「（乙の１） ７ 土地の掘さく等」で説明していますの

で、そちらもあわせてご確認ください。  

【ポイント】 

提出先との事前調整のう

え、 提出する日を記載 
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（乙の１） 

 
（水利使用） 
 
１ 河川の名称 

   〇〇川水系 一級河川〇〇川 
 
２ 水利使用の目的 

   発電のため（〇〇発電所） 
 
３ 取水口、注水口又は放水口の位置 

   取水口 長野県○○郡○○町○○○ △△△番△及びその地先（○○川右岸） 

   放水口 長野県○○○市○○○ △△△番△地先（○○川左岸） 
 
４ 取水量等 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 取水の方法 

○○川に新設するえん堤に設ける取水口から最大○．○○㎥/s を取水し、延長約○．

○ｋｍの導水路及び水圧管路により導水、○○川右岸に設ける○○発電所で最大出力○

○○kW の発電を行い、発電後の水は○○川へ放流する。 
 
 
６ 工作物及び土地の占用 
 

名称又は種類 
工作物の位置又

は占用の場所 
工作物の構造又は能力 占用面積 摘要 

１．取水設備 ○○川（左岸） 

長野県〇〇郡〇

〇町〇〇〇 

△△△番△ 

▲▲▲番▲ 

及びその地先 

 

○○川（右岸） 

長野県〇〇〇郡

〇〇町 

△△△番△ 

えん堤 

重力式コンクリート造 

堤長 ○○．○○○ｍ 

高さ   ○．○○○ｍ 

えん堤排砂ゲート 

スライドゲート 

門数 ○門 

幅  ○．○○○ｍ 

高さ ○．○○○ｍ 

維持放流孔 オリフィスφ○○ 

取水口 

○○○．○㎡ 

 

 

新設 

 

 

最大取水量 ○．○○㎥/s 

最大使用水量 ○．○○㎥/s 

常時使用水量 ○．○○㎥/s（過去 10 年の平均渇水量） 

総落差 ○○．○m 

有効落差 ○○．○○m（最大使用水量時） 

有効落差 ○○．○○m（常時使用水量時） 

最大理論水力 ○○○kW 

常時理論水力 ○○○kW 

最大出力 ○○○kW 

常時出力 ○○○kW 

ポイント 

乙の様式はたくさんあるが、河川法 23 条、24 条、26 条第１項等の許可申請では、（乙の１）のみで OK 

ポイント 河川名は正確か？ 

ポイント  

地番、左右岸を明示 

申請地が県を跨ぐ場合を除き、長野県は必須でない 

地番のない土地の場合「△△△番△地先」、地番のない

土地に跨る場合「△△△番△及びその地先」と記載 

ポイント 

添付図面と一致しているか 

記載事項の根拠資料がそれぞれ必要 

ポイント  

取水の方法だけでなく、放水までの一連の水の流れを記載する 
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▲▲▲番▲ 

●●●番● 

及びその地先 

 

 

 

鉄筋コンクリート造 

幅  ○．○○○ｍ 

高さ ○．○○○ｍ 

長さ ○．○○○ｍ 

スクリーン 

幅  ○．○○○ｍ 

高さ ○．○○○ｍ 

制水門 

スライドゲート 

門数 ○門 

幅  ○．○○○ｍ 

高さ ○．○○○ｍ 

沈砂池 

 開渠・越流型余水吐付 

鉄筋コンクリート造 

幅  ○．○○○ｍ 

高さ ○．○○○ｍ 

長さ ○．○○○ｍ 

越流長 ○．○○○ｍ 

排砂門 

スライドゲート 

門数 ○門 

幅  ○．○○○ｍ 

高さ ○．○○○ｍ 

除塵機 

○○○○○○○○式 １台 

幅  ○．○○○ｍ 

高さ ○．○○○ｍ 

 

２．導水路 長野県〇〇郡〇

〇町〇〇〇 

△△△番△ 

▲▲▲番▲ 

 

暗渠工 

ＲＣボックスカルバート 

内空幅     ○．○○○ｍ 

内空高     ○．○○○ｍ 

長さ    ○○○．○○○ｍ 

 

― 

 

 

新設 

 

 

３．水圧管路 

 

 

長野県〇〇郡〇

〇町〇〇〇 

△△△番△ 

▲▲▲番▲ 

●●●番● 

 

鋼板製埋設管φ○○○～φ○○○ 

管厚○㎜、延長○○．○ m 

耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管φ○○○ 

管厚○㎜、延長○○．○ m 

条数 １条 

 

― 

 

 

新設 

 

 

４．発電所 ○○川左岸 

長野県○○○市

○○○ 

△△△番△ 

発電所建屋 

○○．○m×○○．○m 

RC-1 ○○○．○㎡ 

水車 

形式：横軸フランシス 

出力：○○○kW 

台数：１台 

発電機 

形式：三相交流同期発電機 

電圧：○，○○○V 

容量：○○○kVA 

台数：１台 

 

○○○．○㎡ 

 

 

新設 

 

 

５．放水路 ○○川左岸 

長野県○○○市

○○○ 

△△△番△及び

その地先 

放水庭 

コンクリート造 

放水路 

幅  ○．○○○ｍ 

高さ ○．○○○ｍ 

勾配 レベル 

○○．○㎡ 

 

 

新設 

 

 

面積計   ○○○．○㎡  
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７ 土地の掘さく等 
 
   該当無し 
 
 
 
   第２７条 土地の掘削等の許可を要する場合の記載例 

種   類 場       所 土地の面積 摘   要 

右岸伐採 

 

長野県〇〇郡〇〇町〇〇〇 

△△△番△ 

▲▲▲番▲ 

 

○○○，○㎡ 河川区域（○○○，○㎡） 

保全区域（○○○，○㎡） 

 

左岸土捨場 長野県○○○市○○○ 

△△△番△ 

▲▲▲番▲ 

 

○○○，○㎡ 河川区域（○○○，○㎡） 

保全区域（○○○，○㎡） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ポイント  

 添付図面（公図の写しや構造図）から数値が確認でき、かつ、一致していること 

 ［名称又は種類］ 

流路を形成する一連の工作物。河川区域外及び河川保全区域外（発電所建屋も含め）すべ

て記載 

 ［工作物の位置又は占用の場所］ 

   所在する地番をすべて記載 

   地番のない土地がある場合・・・「○○○番○及びその地先」又は「○○○番○地先」と記載  

 ［工作物の構造又は能力］ 

   主要な設備について、構造や能力を示す数値を記載 

※ 別途、発電諸元（水車、発電機諸元）のわかる資料（表）があるとよい 

 ［占用面積］ 

   添付する「丈量図」の面積（小数点以下第２位まで算出）の合計を、小数点以下第１位に切り 

上げ処理したものを、申請面積として記載 

※ 河川内民地、市町村所有土地等は、占用面積に含まない 

※ 面積は、河川区域、河川保全区域、その他区域に分けて整理し、最下に合計を記載 

（上記例は、河川区域のみ占用） 

 ［摘要］ 

   「新設」又は「既設」等の区分を記載 

 

ポイント 

通常は「該当無し」と記載。 

第 27 条の許可を要する場合には下記のとおり記載する。 

 

ポイント（第 27 条の許可を要する場合） 

 「６ 工作物及び土地の占用」とは別の場所で掘削、伐採等行う場合には、

「７ 土地の掘削等」に記載する。 

 河川区域と保全区域にまたがっている場合、丈量図で区域ごとの面積を算

出のうえ記載する。 
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８ 水利使用の期間 

   許可の日から令和○○年○○月○○日まで 
 
 
 
 
 
 
９ 工期 

   許可の日から令和○○年○○月○○日まで 
 
 
 
 
 
備考 

 １ 「水利使用の目的」については、水利使用に係る事業のための施設の総体又は代表

的な施設の名称を付記すること。 

 ２ 「取水量等」の記載については、次のとおりとすること。 

(1)  取水量及び使用水量の単位は、立方メートル毎秒（一日最大取水量、一日最大使

用水量、年間総取水量及び一日平均取水量にあっては、立方メートル）とすること。 

(2)  発電のためにする水利使用にあっては、最大取水量及び常時取水量のほか、総落

差及び有効落差並びに最大理論水力及び常時理論水力を記載し、かつ、最大出力、

常時出力及び常時尖頭出力を付記すること。 

(3)  かんがいのためにする水利使用にあっては、しろかき期その他の期間別の最大取

水量（最大取水量に 86,400 秒を乗じて得た量と一日最大取水量とが異なるときは、

最大取水量及び一日最大取水量）を記載し、かつ、かんがい面積を付記すること。 

(4)  その他の水利使用にあっては、最大取水量及び一日最大取水量（一定の期間ごと

に最大取水量又は一日最大取水量が異なるときは、その期間別の最大取水量及び一

日最大取水量）を記載し、かつ、水道のためにする水利使用にあっては、給水人口

を付記すること。 

(5)  取水量と使用水量とが異なるときは、使用水量をあわせて記載すること。 

(6)  年間総取水量又は一日平均取水量を定めて水利使用を行なうときは、これを記載

すること。 

(7)  ダムによる流水の貯留を利用して取水するときは、その旨並びに当該ダムの名称、

位置及び設置者の氏名（法人にあっては、その名称）を記載すること。 

(8)  その他責任放流等の水利使用の条件があるときは、これを記載すること。 

 ３ 「工作物及び土地の占用」の記載については、次のとおりとすること。 

(1)  「占用面積」の欄には、河川区域内の土地（河川管理者以外の者がその権原に基

づき管理する土地を除く。）の占用面積を記載すること。 

(2)  「摘要」の欄には、新築、改築又は除却の別その他参考となるべき事項を記載す

ること。 

 ４ 「土地の掘さく等」の記載については、次のとおりとすること。 

(1)  河川区域内の土地における土捨場の設置、土地の掘さくその他の形状を変更する

行為（工作物の新築、改築又は除却のためにするものを除く。）及び竹木の栽植又は

伐採について記載すること。 

(2)  「摘要」の欄には、捨土量、掘さく土量等を記載すること。 

 ５ 許可を受けた事項の変更の許可の申請にあっては、変更しない事項についても記載

し、かつ、変更する事項については、変更前のものを赤色で併記すること。 

ポイント  

許可にかかる部分が完成検査に合格するまでの期間 

※ 許可部分以外も入った全体工期ではないので注意 

※ 別途提出の工程表と整合をとる 

ポイント  

最初は空欄としておき、河川管理者との事前協議を踏まえ、申請書提出段階で記入 

期間は、２０年以内の年度末とするケースが多い 

従属発電の場合は、従属元と同期間までとする 
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他の行政官庁の許認可に関する図書 

 

６ 河川法施行規則第 11 条第 2 号第六号に基づく図書 .......................... 〇〇〇 

許可の分離申請に係る事項を記載した書面 

 

７ 河川法施行規則第 11 条第 2 項第七号に基づく図書 .......................... 〇〇〇 

その他参考となる事項を記載した図書（現地写真、公図写し、市町村長意見書等） 

 

添付２ 
 

１ 計算書 

 

添付３ 
 

１ 図面 

 

ポイント 河川法第 23 条、第 24 条、第 26 条第１項、第 55 条第１項の許可申請書に添付が必要な 

図書は、河川法施行規則第 11 条第２項に規定されている。目次を作成し、規則の条文の 

順番で、申請書に添付する図書（書類）を並べると、審査者はチェックがしやすい。 

ポイント 「計算書」は量が多いので、「添付２」として後ろに添付する 

ポイント 「図面」は量が多いので、「添付３」として後ろに添付する 
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（申請に係る添付図書） 

 

１ 河川法施行規則第 11 条第２項第一号に基づく図書 

 

（１） 水利使用に係る事業の計画概要 

・ 発電の目的、電力の用途、施設の管理者 

  

・ 発電の方法  

（どのような設備で、どこから取水、どこで発電、どこへ放流するか） 

 

・ 運転時期  

（通年か期間限定か） 

 

（２） 使用水量の算出の根拠 

 

 

 

１） 発電使用可能流量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 

  原則として取水計画地点における至近 10 年分の流量資料を整備し、各年のデータを大きい順

に並べた「流況曲線」を作成 【図１】 

 他の地点の河川流量データやダム流入量から換算して 10 年分の流量資料を整備する場合の相

関の取り方は事前に河川管理者に確認すること （記載例は別記１） 

流量資料（データ）は、「河川法施行規則第 11 条第２項第二号に基づく図書」の「付表」として整理

し、別途添付する 

 

≪河川流量の観測・相関の取り方≫ 

長野県では、申請者に対し、以下のマニュアルに沿った流量調査を求めている。 

・「水力計画地点流量算定マニュアル（資源エネルギー庁、新エネルギー財団）H３年３月 

・「中小水力発電流量資料整備の手引き」（案）（資源エネルギー庁、新エネルギー財団）H27 年２月 

※マニュアルは河川課から提供可能 

 

《水位の測定方法》 

現地の状況に最も適した型式・機器を使用して、１年間毎日１時間ごとに測定 

 

《流量の測定頻度》 

流況安定期（1 月、2 月、12 月）：毎月１回以上測定 

流況変動期（上記以外の月）：毎月３回以上測定 

 

※河川や地域の実情等に応じて上記の条件を満たせない場合は、河川課に個別に相談すること。 

ポイント 使用水量の算出根拠 

 この項では、「取水予定地点の流況」「発電使用可能流量」「最大使用水量」「常時使用水量」「維持流

量」に算定根拠を添付する。 
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図１【取水計画地点における 10 年分の流量データを用いる場合】  

 

 

 

 

 

 

 

  ※【既存観測所の公表値と流量観測データ１年分との相関をとることで、発電計画地点の

10 か年分の換算流況を算出する例】は、別記１を参照  

 

ポイント 

「流況曲線」及び「流況表」は、「維持流量及び既得水利権量」を控除した値で作成する 

既に許可を受けている取水（既得水利権）が存在している場合は、その内容（用途、数量、時

期で異なる場合は区分して整理）を明示する 
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２） 最大使用水量 

記載例）  

導入する水車・発電機の効率特性から最大使用水量 1.2～1.6m3/s にて 0.1m3/s ごと

に試算した結果、1.4m3/s で年間発電量が最大となり、かつ経済性が最も高くなる事

から、この値を採用した。なお、1.5m3/s 以上の流量では水車の特性により効率が下

がり、発電量が減少する。 

 

表.経済性評価 

 

 

 

 

３） 常時使用水量 

記載例）  

   至近 10 年の発電使用可能流量の流況に基づき渇水流量から 0.82m3/s とする。 

 

 

 

 

４） 河川維持流量 

  

  

 

 

  

流量 

m3/s 

発電量 

kWh 

売電額 

円 

概算建設費 

円 

建設単価 

円/kWh 

計算条件 

1.2 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 ※過去 10 年の流況を平均値とする。 

※停止日数〇日を見込む 

※売電単価は〇円とする 

1.3 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

1.4 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

1.5 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

1.6 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

ポイント  

 発電規模の検討用の比較表など、どのように算定したかを記載する 

ポイント  

 流況表から算定する 

流れ込み式の場合は、10 年平均の渇水流量（355 日流量） 

ポイント 

維持流量は、「正常流量検討の手引き（案）」により検討する 

検討資料は別添とし、ここには算定結果のみ記載する 
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（３） 河川の流量と申請に係る取水量及び関係河川使用者の取水量との関係を明らかにする

計算 

 

 

 

 

 

  

ポイント 

 取水の条件について、図などを用いて分かりやすく整理する 

※ 「現状の取水→放流形態」と「発電所建設後の取水→放流形態」を対比させて示す 

※ 流路の分岐が複数あるなど複雑な場合は、分岐及び合流地点の流量を明記する 
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（４） 水利使用による影響で次に掲げる事項に関するもの及びその対策の概要 

１） 治水 

・ どこから取水して、どこで発電、どこで放流するか 

・ 河川区域内に位置する工作物は 

・ 取水から放流までの一連の施設が、洪水の流下を阻害しないこと、洪水時にも安全

であることの説明 

 

   ２） 関係河川使用者の河川の使用 

・ 取水地点から放水口までの河川区間における関係使用者の有無 

・ 上記使用者による河川使用への影響の有無、対策 

 

 

   ３） 竹木の流送又は舟若しくはいかだの通航 

   ・  （該当するものがあれば記載 なければ、該当するものがない旨を記載） 

 

４） 漁業 

・ 漁業権設定の状況 

・ 漁業に関する影響の有無、対策、漁協の同意 

記載例） 

 計画区域の下流には、漁業権が設定されているが、本計画について同意を取得した。 

 

５） 史跡、名勝及び天然記念物 

・ 取水地点から放水口までの一連の区間における、史跡等の有無 

・ 上記史跡等への影響の有無、対策 

 

（５） 法第 44 条第１項のダムを設置するときは、貯水池となるべき土地の現況及び当該ダムに

よる流水の貯留により損失を受ける者に対する措置の概要 

・  （該当するものがあれば記載 なければ、該当するものがない旨を記載） 

  

ポイント 

 ダムとは、高さは 15m 以上のものをいう。 

 

【参考】 河川法 44 条第１項 

 ダム（河川の流水を貯留し、又は取水するため第 26 条第１項の許可を受けて設置するダムで、基礎

地盤から堤頂までの高さが 15ｍ以上のものをいう。第 51 条の２及び第 51 条の３を除き、以下同

じ。）で政令で定めるものを設置する者は、当該ダムの設置により河川の状態が変化し、洪水時におけ

る従前の当該河川の機能が減殺されることとなる場合においては、河川管理者の指示に従い、当該機

能を維持するために必要な施設を設け、又はこれに代わるべき措置をとらなければならない。 
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（申請に係る添付図書） 

 

２ 河川法施行規則第 11 条第２項第二号に基づく図書 

 

 

 

 

【目次】 

図書 備考 頁 

計算書 工作物に関する水理計算書   

 工作物に関する構造計算書   

 計画洪水流量及び背水に関する計算書   

付表 水位及び流量表   

 工程表   

図面 位置図 縮尺 1/50,000 の地形図  

 実測平面図   

 実測縦断面図   

 実測横断面図   

 工作物の設計図   

 占用する土地の丈量図   

工事費概算書   

その他工事計画に関し参考となるべき事項を記載した

図書 

  

 

 

 

 

 

 

  

【参考】 河川法施行規則第 11 条第２項第二号 

工作物の新築、改築又は除却を伴う水利使用の許可の申請にあっては、工事計画に係る次の表に掲げ

る図書（法第 26 条第１項の許可の申請が含まれていないときは、工事計画の概要を記載した図書 

上記目次は、河川法施行規則第 11 条第２項第二号に示される「表」を基に作成しています 

（本手引きにおいては、「法第 44 条第１項のダムの新築又は改築に関する工事計画」は該当しないもの

として、省略しています） 
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（１） 計算書 

１） 工作物に関する水理計算書 

・ 「総落差」「損失落差」「有効落差」「理論水力」「発電出力」の計算 

・ 最大使用水量時、常時使用水量時それぞれについて計算 

・ 魚道や放水管等からの正常流量の越流・放流に関する水理計算 

・ 取水堰を新設する場合は、下記の水理計算 

 越流量、越流堤形状（堤頂、土砂吐） 

 総越流量（堤頂、土砂吐、魚道）が計画高水流量より多いこと 

 水叩き、下流側護床工の長さ、遮水工の根入れ長、水叩きの厚さ、護床ブロッ

クの重量に関する水理計算 

 

２） 工作物に関する構造計算書 

・ 取水堰の安定計算（常時と地震時の両方で、滑動・転倒・支持力条件を満足させる） 

・ 取水堰の構造計算書 

・ 既存施設を箱抜きする場合、箱抜き部の安定計算を行う 

・ その他安定計算 

 水圧管の安定計算（分岐部や湾曲部のスラスト力を含む） 

 水車発電機に関する計算 

 放水路 

 

３） 計画洪水流量及び背水に関する計算書 

※ 河川法施行規則では、「ダム又は堰以外の工作物については作成不要」の旨書か

れているが、放水口などについても添付が必要 

・ 合理式による場合のチェックポイント 

 流域図に、流域界、集水面積、流路長を明示 

 超過確率年の設定根拠を記載 （事務所と協議する） 

 洪水到達時間、流出係数の設定根拠を記載 

・ 既往洪水等による場合のチェックポイント 

 周辺データ等の既往最大流量から流域比換算し求める 

 

・ 粗度係数、流下断面の設定根拠を記載 

・ 計画高水位を算定 

・ 背水に関する検討（洪水時における取水地点上流側での水位を算定し、治水護岸等

への影響を検討する） 
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（２） 付表 

１） 水位及び流量表  

 

２） 工程表 

 

 

 

ポイント  

 10 年分のデータ（年表）を添付 

●●発電所取水可能量 20●●年 

最大流量 10.09 最小流量 0.66 

●●発電所建設工事工程表 
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（工程表は仮） 

 

 

（３） 図面 

１） 位置図  

・ 縮尺 1/25,000 または 1/50,000 の地形図に、申請箇所を赤書で〇印のうえ「申請地」

と記載 

 

【作成のイメージ】 

 

ポイント 

申請書（乙の１）の「９ 工期」の内容との整合を確認 

河川区域内行為が分かるように記載（原則、非洪水期に施工） 

（1/50,000 地形図を利用） 

申請地 （●●発電所） 

17



２） 実測平面図  

・ 官民界、河川区域界、河川保全区域界を明示する 

  ※ 河川区域界、河川保全区域界の位置は、河川管理者に確認・相談 

・ 占用、行為部分を色塗りする 

※ 河川区域内占用の部分：赤色  占用以外の行為部分：黄色 

河川保全区域内行為の部分：緑色 

・ 河川の流水方向を赤矢印で示す 

・ 実測平面図内の測点は、実測縦断面図や実測横断面図と合致させる 

 

 

 

 

 【作成のイメージ】 

  

３） 実測縦断面図 

   ・ 現況地形に、取水堰等工作物の位置を明示 

   ・ 計画高水位（HWL）、築堤・護岸高、計画河床高、現況河床高を記載 

   ・ 河川縦断勾配を明示 

 

４） 実測横断面図 

・ 申請箇所の上下流の横断面についても作成 

・ 現況地形に、工作物の位置を明示 

ポイント 

・ 実測平面図に公図を重ねたものがあると、審査しやすくなる 

・ 土地の占用及び工作物の新築等が、事業目的の達成のために必要最小限のものである

かどうか審査される 

実測平面図に、河川区域界等を明示したもの 

（これに公図を重ねることができれば、より審査がしやすくなる） 
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・ 官民界、河川区域界、河川保全区域界を明示 （色は、実測平面図と合わせる） 

・ 計画高水位（ＨＷＬ）、計画河床高、現況河床高、計画取水位（横取水の場合）を記載 

 

 

 

 

 

５） 工作物の設計図 

・ 河川区域内に設置する取水設備、放水口、護岸等の図面 

 平面図、縦断図（側面図）、横断図（断面図）を作成 

 他の河川管理施設との関係、計画高水位（HWL）、河床高、敷高等を明示 

・ 流路を形成する工作物の構造図を添付 （発電所構造図など） 

 【作成のイメージ】  

 （縦断面図） 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 

・ 護岸を設置する場合は、根入深さが適切に確保されているか 

・ 河川管理施設との管理範囲は明確にされているか 

・ 堤防定規断面や管理用道路（河川管理者に確認する）が確保され、洪水の流下に問題がないか 

工作物の位置（この図では放水口）、ＨＷＬ、護岸高、現況河床高を記入 

※ 図面下部の一部を省略している 
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（横断面図）  

 

（工作物の設計図） 

 

 

 

 

 

４） 実測横断面図 

５） 工作物の設計図 

６） 占用する土地の丈量図 

 

（４） 工事費概算書 

（５） その他工事計画に関し参考となるべき事項を記載した図書 

 

 

 

 

 

 

工作物の位置（この図では放水口）、ＨＷＬ、官民界、区域界等を記入

※ 図面の右側の一部を省略している 
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６） 丈量図 

・ 官民界、河川区域界、河川保全区域界を明示 （色は他の図と合わせる） 

（再掲） 河川区域内占用の部分：赤色  占用以外の行為部分：黄色 

河川保全区域内行為の部分：緑色 

  

ポイント 

 計算が正確か、平面図や公図と一致しているかをチェック 
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【作成のイメージ】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●川 

（下図）既存図面に公図を重ね、占用範囲を明示したもの（実測平面図に公図を重ねることができれば、審査がしやすくなる） 
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（４） 工事費概算書 

・ 工事費概要書（キャッシュフロー表も可）に関する資料を添付する。 

・ 事業費の調達方法について追記を求められる可能性もある。 

【作成のイメージ】 

●●発電所建設工事 工事概算書 
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（５） その他工事計画に関し参考となるべき事項を記載した図書 

【参考図書として準備するもの（一例）】 

・ 施工計画の概要  

（施工手順が分かるもの） 

・ 残土処分方法 

（土捨場管理、残土受入地での盛土方法及び関係法令への適合） 

※ 河川区域内で別途土捨て場等を設置する場合は、河川法第 27 条の申

請も行う 

・ 仮設計画図 

（平面図、横断図） 

・ 仮設対象流量、仮締切構造図（天端高及び天端幅の設定根拠） 

・ 安全管理計画、退避計画 

（緊急連絡系統図、退避の基準、避難場所、退避作業に要する時間） 
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（申請に係る添付図書） 
 

３ 河川法施行規則第 11 条第２項第三号に基づく図書 

 

・ 同意書の写しを添付する 

 減水区間の河川使用者 （漁協、用水管理者等） 

 

※河川法上は、同意をしない者があるときは、同意に至らない事情等を記載した書面の添

付による申請も認められていますが、長野県では、申請前に同意を得ることを必須とされ

ています。（全国でも、同意なしの手続きで許可した事例は把握されていません） 

 

 

４ 河川法施行規則第 11 条第２項第四号に基づく図書 

 

・ 申請者が土地の使用権原を有することまたは権原を取得する見込みが十分あることを示

す書面として、下記を添付する 

 公図もしくは不動産登記法第 14 条に規定する図面 

 

 登記簿 

（土地所有権を取得予定であるが登記等手続が未完了の場合、現所有者の同意書

を添付） 

 河川区域内外において水利使用を行う土地や工作物の使用・改築等の権原取得資

料 

 水利使用に起因する残土処分のための土捨場の土地の権原取得根拠資料 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 

・ 官民界、河川区域界、河川保全区域を明示し、占用及び行為部分を色塗りする 

    （色は、他の図面と合わせる） 

・ 土地所有者が記載されていること 

・ 大字、字が記載されていること 

・ 河川の流水方向を赤矢印で示す 
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５ 河川法施行規則第 11 条第２項第五号に基づく図書 

 

・ 他の行政庁の許可、その他処分の事項について記載する 

 許可書等を添付 

 許可・処分等をまだ受けていない場合は、申請書等の写しを添付 

 事業費の調達について、補助金の交付が前提である場合は、補助金の交付決定通

知（交付されていない場合は申請書の写し）を添付 

 

【記載のイメージ】 

関連する法・届出等 許可権者・所管等 状況 

電気事業法 中部近畿産業保安監督部長 計画概要説明済み 

工事計画届出予定 

砂防法 長野県知事 

（●●建設事務所長） 

許可日： 

森林法   

 

自然公園法  

 

 

●●●補助金（交付金）   

 

 

 

 

６ 河川法施行規則第 11 条第２項第六号に基づく図書 

 

・ 河川法施行規則第 39 条では、河川法第 23 条から 27 条まで、第 55 条第１項等の許可を

受けて１つの行為を行おうとする場合は、これらの許可の申請（水利権とそれに関わる工

作物設置の許可）は同時に行う必要があるが、やむを得えず分割して申請する場合には、

下記を添付 

 分離申請をする理由 

 本来同時に行うべき許可の申請の経過及び予定を記載したもの 
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７ 河川法施行規則第 11 条第２項第七号に基づく図書 

 

・ その他参考になるべき事項を記載した図書 

（下表が想定されるが、申請先との打合せ時に相談・確認する） 

 

資料 概要・ポイント 

現況写真 ・ 撮影位置を別図で示す 

・ 官民界、河川区域界、河川保全区域界、河川の流水方

向を明示 

・ 工作物等の設置計画を明示 

取水量管理に関する資料 ・ 取水制御が可能な構造、体制が分かる資料 

（正常流量の確保、過取水防止の観点） 

・ 取水量の測定方法、取水地点河川流量の観測方法 

（取水施設を共用する場

合） 

・ 施設の管理規程、取水規程及び協定書を添付 

・ 発電の運転/停止、農業取水/停止に関して、運用パタ

ーンに関する資料 

・ 既存水路から水槽等へ分水するための構造、分水量が

確認できる構造であることが分かる資料 

・ その他、適切な量を取水し、発電後に放流することが可

能な可能となっていることが分かる資料 

協議記録簿 ・ 河川区域外の土捨て場の地権者同意書 

・ 河川内工事濁水に関する事前確認 

その他資料 ・ 市町村長の意見書 

※ 許可申請内容について、申請先との事前協議が終

わった段階で取得する 

・ 変更、更新申請の場合、前回許可書及び水利使用規

則の写し及び変更点を整理した資料 

・ 発電所運転開始後における緊急時の対応計画を記した

資料 

・ 周辺に既許可工作物がある場合は、取水堰の計画堆

砂範囲との関係を示す資料 

・ 放水口が水衝部となる場合、他の場所へ設置する事が

出来ない理由を示した資料 

・ 維持流量検討に関する資料 
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【現況写真のイメージ】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（撮影位置図） 

河 川 区 域

河 川 区 域

河 川 区 域

河 川 区 域

河川保全区域 河川保全区域
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【公図の写し】  

 

 

 

ポイント 

・ 官民界、河川区域界、河川保全区域、工作物の計画を明示 

・ 河川の流水方向を矢印で記入 

・ 公図転写連続図に官民界、河川区域界、河川保全区域界、工作物の計画を明示した場合は、

公図写しの添付のみでよく、上記のような作図は不要とする。 

※ 他の図面等との整合を確認 

（官民界） 

河川区域界と区別できるよう、点線

等で表記する 

占用部分を赤色で着色 

 ※占用以外の行為は黄 

   保全区域内行為は緑 
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【別記1】 

 

〜相関式〜 
・X：□□□ダム 流入量

Y：△△△川流量観測地点 流量 
Y = 0.6962 X + 0.4245 

検討対象期間：2014 - 2015
相関係数：0.964 

【△△△川流量観測地点 換算流量】 
・ＡＡＡ砂防堰堤 下流 
・CA=13.46km2 

・期間：2011 - 2020 
・算定式 Y = 0.6962 X (□□□ダム) + 0.4245 

【〇〇〇発電所 取水地点 換算流量】 
・ＡＡＡ砂防堰堤 
・CA=13.40km2 

・期間：2011 - 2020 
・算定式 Y = (0.6962 X (□□□ダム) + 0.4245)×(13.40/13.46) 

使用水量の算出の根拠  
【流量資料の作成方法】 

〇〇〇発電所取水地点では、流量の観測を実施していない。そこで、近傍の□□□
ダムの流入量をもとに、取水地点の流量を算定する。具体的には、平成 26 年（2014 年） 
〜平成 27 年（2015 年）年に△△△川取水地点下流にて、流量観測を行った観測デー
タに基づき、流域換算により両発電所取水地点のデータを作成する。 

次頁に算出工程を示す。 

・□□□ダム CA＝15.10km2 

・△△△川流量観測地点 CA＝13.46km2 
・〇〇〇発電所取水地点 CA＝13.40km2 

 

【△△△川流量観測地点 流量】 
・ＡＡＡ砂防堰堤 下流 

・CA=13.46km2 
・期間：2014 - 2015 

 【□□□ダム 流入量】 
・ダム流入量 
・CA=15.10km2 
・期間：2011 - 2020 
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【別記1】 

 

【△△△流量観測地点 換算流量】  
相関式をもとに、□□□ダムの流入量から、△△△川流量観測地点の流量を算
定した。流量・流況を以下に示す。 
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図 2-１ △△△川流量観測地点 換算流量

表 2-1 △△△川流量観測地点 換算流況表 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 

2017 2018 2019 2020 平均 

△
△

△
川

流
量

観
測

地
点

 換
算

流
量

(k
m

3 /
s)

 

年 
最 大 ３５日 豊 水 平 水 低 水 渇 水 最 小 

平 均 
(1 日) (35 日) (95 日) (185 日) (275 日) (355 日) (365 日) 

2011 年 16.26 2.28 1.42 1.04 0.77 0.65 0.62 1.40 

2012 年 11.40 2.08 1.16 0.85 0.71 0.62 0.57 1.18 

2013 年 5.79 1.48 1.06 0.89 0.79 0.59 0.46 1.05 

2014 年 10.86 2.00 1.26 0.99 0.79 0.65 0.61 1.24 

2015 年 8.79 2.52 1.43 1.05 0.89 0.72 0.68 1.42 

2016 年 12.04 2.33 1.39 1.04 0.86 0.73 0.72 1.39 

2017 年 11.08 1.69 1.13 0.93 0.80 0.72 0.69 1.14 

2018 年 13.82 2.63 1.50 1.02 0.81 0.65 0.65 1.48 

2019 年 7.79 1.87 1.23 0.95 0.81 0.65 0.44 1.22 

2020 年 13.41 3.06 1.26 0.94 0.81 0.70 0.65 1.48 

平 均 11.12 2.19 1.28 0.97 0.80 0.67 0.61 1.30 
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【別記1】 

 

 

△△△川流量観測地点 換算流況 （km3/s）
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【別記1】 

 

【〇〇〇発電所 取水地点 換算流量】  
算定した△△△川流量観測地点の流量を用いて算定した〇〇〇発電所取水地

点流量・流況を以下に示す。 
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図 2-３ 〇〇〇発電所 取水地点 換算流量表 

2-2 〇〇〇発電所 取水地点 換算流況表 

2011 
2017 

2012 
2018 

2013 
2019 

2014 
2020 

2015 
平均 

2016 

〇
〇

〇
発

電
所

取
水

地
点

 換
算

流
量

(k
m

3 /
s)

 

年 最 大 ３５日 豊 水 平 水 低 水 渇 水 最 小 平 均 
(1 日) (35 日) (95 日) (185 日) (275 日) (355 日) (365 日) 

2011 年 16.19 2.27 1.41 1.03 0.77 0.64 0.62 1.39 

2012 年 11.35 2.07 1.16 0.85 0.71 0.62 0.57 1.18 

2013 年 5.76 1.48 1.05 0.89 0.79 0.59 0.45 1.04 

2014 年 10.81 2.00 1.25 0.98 0.79 0.64 0.60 1.24 

2015 年 8.75 2.51 1.43 1.05 0.89 0.72 0.68 1.42 

2016 年 11.99 2.32 1.38 1.04 0.86 0.73 0.72 1.39 

2017 年 11.03 1.68 1.13 0.93 0.80 0.71 0.69 1.13 

2018 年 13.76 2.62 1.50 1.01 0.81 0.65 0.64 1.48 

2019 年 7.76 1.86 1.23 0.95 0.81 0.65 0.44 1.21 

2020 年 13.35 3.05 1.25 0.94 0.80 0.69 0.65 1.47 

平 均 11.08 2.19 1.28 0.97 0.80 0.66 0.61 1.29 
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〇〇〇発電所 取水地点 換算流況（km3/s）
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【別記1】 

 

【発電使用可能水量】  
発電使用可能流量は次式で算定する。 

発電使用可能流量 ＝ 〇〇〇発電所 取水地点流量 − 維持流量 0.0■m3/s 
※維持流量は、正常流量検討の手引き（案）を用いて算出 
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図 2-５発電使用可能水量 

 
表 2-3 発電使用可能水量 流況表 

年 最 大 ３５日 豊 水 平 水 低 水 渇 水 最 小 平 均 
(1 日) (35 日) (95 日) (185 日) (275 日) (355 日) (365 日) 

2011 年 16.12 2.20 1.34 0.96 0.70 0.57 0.55 1.32 

2012 年 11.28 2.00 1.09 0.78 0.64 0.55 0.50 1.11 

2013 年 5.69 1.41 0.98 0.82 0.72 0.52 0.38 0.97 

2014 年 10.74 1.93 1.18 0.91 0.72 0.57 0.53 1.17 

2015 年 8.68 2.44 1.36 0.98 0.82 0.65 0.61 1.35 

2016 年 11.92 2.25 1.31 0.97 0.79 0.66 0.65 1.32 

2017 年 10.96 1.61 1.06 0.86 0.73 0.64 0.62 1.06 

2018 年 13.69 2.55 1.43 0.94 0.74 0.58 0.57 1.41 

2019 年 7.69 1.79 1.16 0.88 0.74 0.58 0.37 1.14 

2020 年 13.28 2.98 1.18 0.87 0.73 0.62 0.58 1.40 

平 均 11.01 2.12 1.21 0.90 0.73 0.59 0.54 1.22 
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図 2-６ 発電使用可能水量 流況 

2011 

2012 

2013 

2014 

2015 

2016 

2017 

2018 

2019 

2020 

平均 

発
電

使
用

可
能

水
量

 流
況

 (k
m

3 /
s)

 
発

電
使

用
可

能
水

量
 流

況
 (k

m
3/

s)
 

        

        

        

        

        

36



 
 

【別記1】 

 

【最大使用水量】  
最大使用水量は、1.20〜1.70m3/s を対象に経済性について比較検討を行い、 

1.30m3/s とする。 
 

 
 
 

 
使用水量毎の経済比較から、最大使用水量を決定した表を添付
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【別記1】 

 

【常時使用水量】  
本計画の常時使用水量は、至近 10 ヶ年の発電使用可能水量の流況にもとづ

き、平均渇水量 0.59m3/s を常時使用水量とする。 

表 2-4 発電使用可能水量 流況表 

年 最 大 ３５日 豊 水 平 水 低 水 渇 水 最 小 平 均 
(1 日) (35 日) (95 日) (185 日) (275 日) (355 日) (365 日) 

2011 年 16.12 2.20 1.34 0.96 0.70 0.57 0.55 1.32 

2012 年 11.28 2.00 1.09 0.78 0.64 0.55 0.50 1.11 

2013 年 5.69 1.41 0.98 0.82 0.72 0.52 0.38 0.97 

2014 年 10.74 1.93 1.18 0.91 0.72 0.57 0.53 1.17 

2015 年 8.68 2.44 1.36 0.98 0.82 0.65 0.61 1.35 

2016 年 11.92 2.25 1.31 0.97 0.79 0.66 0.65 1.32 

2017 年 10.96 1.61 1.06 0.86 0.73 0.64 0.62 1.06 

2018 年 13.69 2.55 1.43 0.94 0.74 0.58 0.57 1.41 

2019 年 7.69 1.79 1.16 0.88 0.74 0.58 0.37 1.14 

2020 年 13.28 2.98 1.18 0.87 0.73 0.62 0.58 1.40 

平 均 11.01 2.12 1.21 0.90 0.73 0.59 0.54 1.22 
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※本チェックリストは、標準的な項目及び内容を示したものであり、河川の状況等により、
　その他資料の提出や説明を求める場合があります。
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